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韓国の分権交付税制度は, 地方の分権を掲げてきたノ・ムヒョン政権の財政調整制度の改革
の一丸として, 中央政府の国庫補助事業の地方に移譲する際に必要な財源を国家が補填する制
度して,     年始まった｡ 同制度は, その財源の６割以上が地方の社会福祉事業に関連するも











































しかし, 本稿に詳しく検討するように, 分権交付税は地方の福祉財源としては, 交付総額,
算定方式, 配分体系など, さまざまな問題を抱えているのも事実である｡ たとえば, 内国税の
一定割合に連動しているため, 急増する地方福祉財源需要に追いついていない｡ 算定方式も,
需要算定基準のほか, 広域団体を中心に財源が配分される問題がある｡ これらを整理したうえ,
分権交付税の将来像の代案も検討する｡ 具体的には, 普通交付税にすべて統合される案, 国庫
補助金制度に一部あるいはすべてを還元する案, 新たな制度として社会福祉交付金に代替する
案などが含まれている｡
分権交付税に関する先行研究としては, 主に韓国の研究を参考にした｡ ベ (    )１) は, 普
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１) ベ・ジュンシク [   ] (    ) 『分権交付税制度の実態と合理的な改善方案』 ソウル市政開発研
通交付税不交付団体であるソウル特別市における分権交付税の社会福祉財源運営問題を, ソウ
ルの自治区を中心に研究している｡ イ (    )２) とソン (    )３) は地方財政調整制度改編の成
果および発展という視点のもとで, 分権交付税制度の成果と問題点を分析した研究である｡ 国
内の代表的研究である, 川瀬 (    ；    ) は,     年代の韓国地方財政調整制度全般の状況
と, ノ・ムヒョン政権期の政府間財政関係の特徴を研究したものである４)｡ 李 (    ) は, 韓
国の地方財政における社会福祉改革の過程について, 通貨危機からノ・ムヒョン政権の地方財
政調整制度の改編直前までを対象に研究したものであり, 分権交付税の導入の背景を分析して
いる５)｡ パク・へジャ (    ) は, 財政分権化が先行されないまま, 分権交付税の対象事業と
なる社会福祉サービスの移譲を推進したことで, 地方政府の負担が急速に増加し, 国家補助事
業に頼ることにより, むしろ, 自治体の自主事業が減少する副作用があったと指摘する６)｡ ま
た, それらを踏まえつつ, ノ・ムヒョン政権の分権交付税制度の特徴を, 主に地方の福祉財源









社会安定, 医療の発展などが取り上げられる｡ それは, 急速な経済発展を成遂げた韓国も例外
ではない｡     年の時点で  歳以上人口は, 全人口の７％であり, すでに高齢化社会に到達し
韓国の分権交付税    
究院｡
２) イ・ビョンリャン [   ] (    ) ｢ノ・ムヒョン政府の財政分権に対する評価―成果と限界｣ 韓
国行政研究    (  ‒ ) (韓国語)       ‒   .
３) ソン・ヒジュン [   ] (    ) ｢地方財政調整制度の改編成果および発展方向｣ 『韓国社会科学
研究』 第  巻１号 別冊｡
４) 川瀬光義 (    ) ｢韓国の地方財政調整制度｣ 同著 『台湾・韓国の地方財政』, 日本経済評論社       ～   . 川瀬光義 (    ) ｢韓国の地方財政｣ 『セミナー現代地方財政Ⅱ―世界にみる地方分権と地
方財政』 勁草書房       ～   .
５) 李弦祐 (    ) 韓国財政と社会福祉改革｣ 日本財政学会編 『グローバル化と現代財政の課題 [財政
研究｡ [財政研究・第一巻]』 有斐閣       ～   .
６) パク・へジャ (    ) ｢保健福祉行政の機能と財政負担における中央―地方政府間関係の変化｣ 『韓
国地方自治学会報』 第  巻第３号,       ～   .
ている｡ このペースで高齢化が進めば, 高齢人口は,     年は   ％の高齢社会７) に,     年
には  ％の超高齢社会になる見込みである｡ 特に農漁村地域にあたる郡部の高齢化速度がもっ
とも速く,     年度時点の  歳以上人口比率は, 郡には   ％であり, 全国平均   ％を大き
く上回る｡ また, 障害者人口も人口の高齢化及び障害者判定基準の緩和により, 登録障害者数
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②   歳以上高齢人口比重推移                                            
市   ％   ％   ％   ％   ％    ％    ％    ％    ％
群    ％    ％    ％    ％    ％    ％    ％    ％    ％
自治区   ％   ％   ％   ％   ％   ％   ％   ％   ％




年度                                                            




区分     年     年     年     年     年 増加率  ～  (％)
地方総予算 ( )                            
社会福祉予算 ( )                        
比率     (％)                    
資料：韓国行政安全部 ｢    年度地方自治団体予算概要｣｡
７) 主要先進国の老人人口の比重はすでに  ％を超えているが, 老人人口比重７％の高齢化社会から  
％の高齢社会になる期間は, ドイツが  年, フランスが   年, アメリカが  年であり, 今までもっ
とも短かった日本が  年であった｡ これに比較すると, 韓国はわずか  年に過ぎないことで, 世界で
類がない速さで高齢化が進行しているのがわかる｡ (資料：韓国統計庁 ｢全国将来人口推計    年版｣)

































国庫補助金 (一般)            
国庫補助金 (均特)           
小計            






そのうち, 分権交付税は内国税の   ％であり (    年度基準｡     年度では   ％), 総額
は１兆  億ウォンである  )｡ 分権交付税制度施行以来, その規模は持続的に増加しており,    年度の交付額は１兆    億ウォンとなった｡ これは, 制度がはじまった    年の総額    
億ウォンに比べおよそ   ％の増加である｡ つまり, 日本の三位一体改革のような ｢税源移譲






用する｡ 非経常的需要は, 一般需要と特定需要に区分し, 一般需要は人口数・財政力などを,
特定需要は中央政府の中長期計画を考慮し算定・配分する｡ 経常的需要と一般需要は公式によ
り配分されるほか, 包括的補助金の性格をもつ特定財源である｡ 一方, 特性需要は一般国庫補
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  ) 中央政府財政は, 予算すなわち一般会計および特別会計と各種基金に構成されている｡     年基準
では, 一般会計が全体財政の   ％の   兆    億ウォンであり, 特別会計は,    ％の  兆    億
ウォン, 当年度積立基金は  ％の  兆    億ウォンである｡ (    年累積基金：   兆    億ウォン)  ) ノ・ムヒョン政権は, 地方財政制度改編の基本方向を, 地方分権法第  条３項で以下のように示し
ている｡ ｢国家は事務の地方移譲等と連携し, 地方交付税の法定率を段階的に上向調停し, 国庫補助
金の統廃合等の包括的支援方案を用意し, 国庫補助金制度の合理的改善および地方自治団体間の財政









経 常 的 需 要 非 経 常 的 需 要























自 治 団 体 別 配 分
資料：韓国行政安全部 (    ) 『    年度分権交付税制度運営』,      
図１ 分権交付税の類型別算定

















較研究｣, 『韓国地方財政論集』 第  巻第１号, 通巻  号    
  ) 分権交付税が制定されたのは    年であるが,     年に財源の法定率を既存の内国税の   ％から   ％に引上げるなどの調整が行われ現在に至っているため,     年基準を用いることにする｡
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◆自治団体別
区分 算定公式 備考
特別市・広域市              ：特別市・広域市道別算定額 ：算定項目数道 ＜本庁及び市・郡＞                  当該自治団体財政需要額 自治団体別財政需要額    ％ 当該自治団体財政力逆指数×当該自治団体財政需要額 (自治団体財政力逆指数×自治団体別財政需要額)    ％































































































当する｡ 対象事業は, 社会福祉 (老人福祉費  , 障害者福祉費  , その他の福祉費  ), 文化
観光 (文化財費２, 文化観光費９), 農林水産 (農業費６, 農村新興費６, 林業費１, 水産費
３), 公共勤労 (公共勤労費１), 女性人力開発 (女性人力開発費１) の５分野の  事業とする｡
経常的需要事業の対象となる団体は, 全ての地方自治団体であり, 配分方式としては関連変数
を活用した回帰方程式を適用する｡ また, 補助金分類としては包括的補助金である｡ (以下の
内容は表６及び表７で示している｡)
経常的需要は, 財政需要額 (前年度予算額), 統計, 財政力 (国庫補助金の３～５年間平均






算定項目     年     年     年     年 備 考





小計                    
老人福祉費                 施設および需要増加
障害者福祉費                 施設および需要増加
児童福祉費 ‒ ‒           需要増加





小計                
文化財費                
需要調整
(５個事業)
文化観光費                





小計                
農業費                 農業人子女学資金増加
農村振興費            
林業費 ７ ７ ８    需要調整
水産費             需要調整
公共勤労                
女性人力開発            
資料：行政安全部 ｢分権交付税算定内訳     ～    年｣




し, 財政需要増加率などを考慮して予算総額配分自津編成 (        ) 方式で配分する  )｡











とし, 特定の配分公式が適用されると同時に, 衡平化変数を考慮している｡ 特定需要は, 中央
部処の事業計画を反映し所要予算を算定する需要項目である｡ すなわち, 当該事業を推進する
特定の地方自治団体のみを対象とし, 支援計画に基づいて配分・交付するのが特徴である｡ ま
た, 一般需要と違って衡平化変数は考慮しない｡ 非経常的需要の規模をみると, 一般需要は  
個, 特定需要は  個であり, そのうち福祉分野として, 在宅老人福祉施設改補修, 公共保健事
業などは一般需要事業に, 老人施設運営, 障害者福祉館機能補強などは特定需要事業に属する｡
補助金分類として, 非経常的需要は包括補助金 (         ) の性格を含んでいる  )｡
① 一般需要
一般需要は, 特定自治団体に対して具体的支援がなされていない事業で, 当該地方自治団体
自体が推進する必要がある事業を対象とする｡ 総財源を特別市・広域市分 (  ％), 道分 (  
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  )     年度には,   個算定項目,   事業に    億ウォンが配分された｡  ) 予算総額配分自津編成 (        ) 制度は, 財政当局が独占してきた予算編成権を政府各部処と
共有することで, 予算編成過程での自律性が拡大し, これにより各部処の専門性が発揮され, また財
政運営の効率性を高まる, との趣旨で導入された｡ この制度の下では, 支出総額は中期財政運用計画
をもとに, 大統領主宰の国務委員討論会で決定された国家的優先順位により分野・部処別支出限度を
予め決定し, それをもとに各部処事業別予算規模を決定する｡ これにより, 既存のミクロ方式から脱
却し, マクロ的・戦略的分析が可能になる｡ また, 各部処の自律性が拡大され, 事後成果管理の重要
性が強調されるようになった｡  ) 包括補助金の形式で運営されるため, 個別事業の優先順位により予算配分が行われる側面がある｡
したがって, 長期的な投資計画樹立には向いていない｡ たとえば, 包括福祉費の中で社会福祉館の建
設事業費を確保した場合, その他の事業費の確保は分権交付税範囲内では困難である｡
％：道本庁分  ％, 市・郡分  ％) に区分し, 算定する｡ 一般需要の算定には, 基本的に人口


















       自治団体別特別需要    ％    管轄自治団体人口数 特別市・広域市人口数   ％   管轄自治団体水産業従事者数 特別市・広域市水産業従事者数   ％   管轄自治団体農業従事者数 特別市・広域市農業従事者数  ％  当該自治団体財政力逆指数 特別市・広域市財政力逆指数   ％  自治団体別特別需要
道
＜本庁＞         自治団体別特別需要    ％   管轄自治団体人口数 道別人口数    ％  管轄自治団体水産業従事者数 道別水産業従事者数    ％  管轄自治団体農業従事者数 道別農業従事者数   ％ 当該自治団体財政力逆指数 道本庁財政力逆指数    ％  自治団体別特別需要
＜市・郡＞       自治団体別特別需要    ％   管轄自治団体人口数 道別人口数    ％  管轄自治団体水産業従事者数 道別水産業従事者数    ％  管轄自治団体農業従事者数 道別農業従事者数   ％ 当該自治団体財政力逆指数 道の市・郡財政力逆指数    ％  自治団体別特別需要
備考
 ：    年度分権交付税総予算  ：    年度分権交付税経常的需要
資料：韓国行政安全部 (    ) ｢    年度 地方交付税算定解説｣       ～   






たものが,     年から間接交付方式が加えられた｡ 特別・広域市は市本庁に一括交付され, ま
た, 自治区には市本庁の自律的な基準により市費を加えた額が交付される｡
道の場合, 道本庁と市・郡に交付される｡ しかし, 老人・障害者・精神療養施設においては,
広域自治団体の役割強化のため, 道本庁に交付され, それに道費を加えた額が市・郡に配分さ
れる｡ つまり, 分権交付税の交付方式は, 中央政府の特別市・広域市・道および市・郡・区に
対する直接交付方式と, 特別市・広域市・道を経由し, 市・郡・区に交付する間接交付方式が






担するため, 現在も国庫補助金の要素を維持しているといえる  )｡ 一見, 分権交付税は一般財
源である地方交付税制度に属し, 地方自治団体が自律的に予算編成と運営を担当するようにな
っている点から一般財源の形態で該当するように見える｡ しかし, 地方移譲事業のみを対象と
し, それに伴う地方費負担も要求しているマッチング補助金の性格を持っている｡ また, 算定
式においては, 経常的需要は事業別に回帰方程式によるものであり, 非経常的需要の一般需要
の算定も人口・財政力による算定式をとる｡ 但し, 従来の国庫補助金よりは制限がゆるい包括
補助金として使われている｡ 従って, 分権交付税は地方交付税の枠に入っているものの, 普通
交付税のような一般財源ではなく, 国庫補助事業を包括的に補助する特定補助金としてみる見
解がある  )｡
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税は, 地方交付税のカテゴリに属したものの, 交付税の一般財源的な要素を持たず, 地方移譲
事業への限定された補助金という側面から, 特定財源の特徴をもっているのである｡
また,     年導入当初は,     年までの時限付きの制度とされ,     年以降は普通交付税と
統合する予定で, 今後の方向についての議論が続いていた｡ これは, 関連財政需要に対する国
の交付額と地方の負担の間にあるバランス問題が作用したゆえである｡ 主に福祉分野を中心と
する分権交付税事業の財政需要は急激に増加しているのに対し, 中央政府の交付する財源支援
は内国税の一定比率に連動するだけであり, そもそも限界を持つ｡ そのため, 地方の財政負担
は急激に増加する一方であり, また, これは地方財政の全般的な負担を加重することにつなが
る要因となる｡
しかも, イ・ミョンバック政権は,     年度に, 一旦, 既存の分権交付税運営期間を    年
まで５年間延長し, その後に分権交付税対象事業に対する全般的な構造調整を行うことにした｡
2.3 社会福祉財源としての分権交付税の意義
分権交付税は, 導入当時から社会福祉分野の比重が高く維持されている｡ 地方に移譲された   個の事業のうち社会福祉関連事業は  個であるが, 金額面では次第に増加する傾向である｡    年度は分権交付税総額１兆    億ウォンのうち    億ウォンで, およそ  ％を占める｡




てみると, 市・郡・自治区が属する ｢基礎団体｣ の場合, 経常的需要が   ％, 非経常的需要
は  ％である反面, 特別市・広域市・道が属する ｢広域団体｣ の場合, 非経常需要が   ％で
あり, そのうち特定需要の比重が   ％である｡ 総額面で見ても, 広域団体が総交付額のおよ
そ  ％を占める｡ つまり, 分権交付税は広域自治団体中心に配分されると同時に, 特定需要中






た分権交付税は, その制度的趣旨にもかかわらず, 導入当時から財源の零細性, 地方費負担加









た, 分権交付税制度仕組みそのものも問題を含んでいる｡ 即ち, 分権交付税制度は事業別地方









た｡     年には, 分権交付税の財源を内国税の   ％から   ％に引き上げたものの, 根本的
な対応にはなっていない  )｡ また, 地方移譲後の社会福祉事業の予算は年平均  ％増加してき
立教経済学研究 第  巻 第３号     年   
  )                                                                     を
参照｡  ) クァク・チェギ [   ] (    ) ｢福祉行政効率化のための社会福祉地方移譲事業の改善方案―保
健福祉部最終報告書｣, 東国大学社会科学研究院     
たが, 分権交付税の増加率は  ％にとどまり, 反面, 地方費の負担は   ％から   ％に急増






クァク・チェギ [   ] (    ) は次のように指摘している｡
第一の問題は, 地方自治団体間において, サービス配分の地域間格差が発生していることで
ある｡ 社会福祉事業の地方移譲以降, 財政力が弱い地方自治団体にとっては, 富裕な地方自治






される  ) ｡ その中でも老人施設数の場合は, 表９で示しているように,     年の   箇所から    年    箇所に急増し, 財政負担が加重されているのが現状である｡ これは, 地域間の福
韓国の分権交付税    
  ) イ・ヒョンウ [   ] (    ) ｢韓国分権交付税の統合に伴う福祉財源変化に関する研究｣ 韓国京
機開発研究院       ) クァク・チェギ [   ] (    ) ｢福祉行政効率化のための社会福祉地方移譲事業の改善方案―保
健福祉部最終報告書｣, 東国大学社会科学研究院     ～    ) 保健福祉部の    年度統計年報によると, 全体の障害者施設・老人生活施設・精神療養施設は, 首
都圏に   ％が集中しており, 精神療養施設の場合, 広域団体である江原道では０であるなど, 施設





地方移譲前 地方移譲後 年平均増加率 (％)                         移譲前 移譲後 全体
老人施設                                 
障害者生活施設                              
精神療養施設                        





の統計指数に基づく需要算定, 算定公式変数の代表性, 非経常的需要の特定需要重視, 特定需
要内の事業支援優先順位などが問題である｡





















第４に, 特定事業優先順位問題をみると, ある特定事業の需要が増加する場合, 分権交付税
立教経済学研究 第  巻 第３号     年   
  ) 分権交付税の経常的需要の場合, 財政需要額を前年度予算額・直近５年間の国庫補助金平均補助額
に基盤した財政力指数などの過去データ中心に算定する｡  ) 分権交付税の経常需要の算定公式の問題点については                      (    )                                                                                                              ～  を参照｡  ) キム・ジョンフン 外 (                    ) (    ) 『参与政府財政分権評価と政策課
題』, 韓国租税研究院      ～  を参照｡
総額が決められている点と同時に包括補助金形式で運営されるため, 福祉事業の優先順位によ











が可能になる長所を持つ｡ ベ・ジュンシク  )は, この案の中で, 分権交付税内の経常的需要,
非経常的需要の一般需要の場合, 需要算定が公式化されているはか, すべての自治団体に配分
されている点を挙げ, 普通交付税に統合すべきだと主張している｡ 短所は, 一般財源の中で社
会福祉分野の予算確保の強制がない点, 社会福祉支出の格差発生が予想される問題を内包して




である｡ これは, 分権交付税の対象事業の中で ｢政策的に国家が管理すべき事業｣, ｢地方事業
に不適切である事業｣, ｢地方の財源負担を加重させる事業｣ を国庫補助事業として運営するこ







  ) イ・ヒョンウ [   ] (     ) 『分権交付税期間延長による福祉財源変化に関する研究』 京畿開
発研究院     ～   およびクァク・チェギ [   ] (    ) ｢福祉行政効率化のための社会福祉地
方移譲事業の改善方案―保健福祉部最終報告書｣, 東国大学社会科学研究院      ～    ) べ・ジュンシク [   ] (    ) 『分権交付税制度の実態と合理的な改善方案』 ソウル市政開発研
究院     ～  
第３は, 分権交付税事業のうち, 福祉関連  箇地方移譲事業をすべて国庫補助金事業に還元
する方案である｡ その後,   個事業は個別補助金で運営, あるいは, 統合し包括補助金として
運営する｡
この場合, 国庫補助事業に対する地方費負担分は, 地方自治団体の予算樹立時に優先的に確








会福祉交付金制度  ) は, 各地方自治団体別に社会福祉支出需要を算定し, 該当支出需要額分を
社会福祉一般財源  ) として支援するものである｡ クァク・チェギ [   ] (    )  ) によると,
この案は, 地方自治団体の財政力を考慮せず, 支出需要のみを算定して財源を支援する面であ
り, 支出需要 (基準財政需要額) と財政力 (基準財政収入額) の差額を支援する交付税制度と
は根本的な差異がある｡ また, 社会福祉交付金は, 地方自治団体に地方費負担が発生しない点
で, 国庫補助金 (あるいは社会福祉包括補助金) と本質的の差異がある｡ 従って, 社会福祉交
付金を導入すれば, 地方の福祉財源確保と地方分権の両方を満足できるほか, 福祉政策と財源





立教経済学研究 第  巻 第３号     年   
  ) 社会福祉交付金に類似する例としてカナダの    (                   )・    (                   ) が挙げられる｡ (                               (                                       [                         ])                                                (                                ), 池上岳彦
｢財政連邦主義の変容｣ (新川敏光編 『多文化主義社会の福祉国家』 ミネルヴァ書房,     年, 所収)
同 ｢特定財源から一般財源へ｣ (『地方財政』     年  月号, 同 ｢カナダのブロック補助金とその改革
論｣ (『新潟大学経済論集』 第  号    年 ‒Ⅱ     参照｡)  ) 社会福祉交付金が最初に提案された    年頃は配分方式として ｢包括補助金｣ の形態が想定されて
いた｡ イ・サンヨン [   ] (    )                                                                                                         ) クァク・チェギ [   ] (    ) ｢福祉行政効率化のための社会福祉地方移譲事業の改善方案―保
健福祉部最終報告書｣, 東国大学社会科学研究院      ～  
それぞれの代案として, 分権交付税制度の本来の福祉財源保障および地方分権の側面を考慮
したうえで, 考えられるのは, ②のように, 地方の負担が非常に大きい一部事業を政府が従来
のように国庫補助金に戻すことが必要であろう｡ 分権交付税の対象になる福祉事業の一部は,
国庫補助金より地方費負担が大きい場合も生じている｡ これは, 至急に国庫補助金の比率に戻
せるのが必要であるため, 国庫補助金制度として運営すべきである｡ ただ, それ以外の財源は,
現在の分権交付税のもとで継続的に運営して    年以降に当初の目的であった普通交付税への







である｡ 即ち, 主に福祉を目的とする特定財源の一般財源化を通じて, 地方分権の理念に充実
できることをはかる過渡的な制度として意味を持つ｡
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